
Ⅰ．はじめに

　わが国の精神保健医療福祉は2004年に「精神保健医療福

祉の改革ビジョン」において「入院医療中心から地域生活

中心へ」との基本方針が打ち出され、様々な地域移行・地

域定着支援のための施策が展開されてきた（厚生労働省 

2004）。さらに2017年からは精神障害の有無や程度にかか

わらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮ら

しをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住ま

い、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に

確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」

の構築を目指すことが新たな理念として明確にされた（厚

生労働省 2017）。精神障害の中で統合失調症は全人口の１％

と罹病率が高く、認知症とともに入院患者（１年以上）に

占める割合も大きいため、統合失調症を有する人の退院移

行支援と地域定着支援は重要な課題である。

　地域での生活安定の基盤となるのは生活リズムを始めと

する生活習慣の安定・健全化であるが、統合失調症はその

疾病特性から睡眠障害、生体リズムの乱れや不健康な生活

習慣に陥りやすい。不眠は慢性期や外来通院者でも40％に

上るほか、睡眠随伴症状が多く、また日中の眠気が強く睡

眠・覚醒リズムの乱れがある（井上 2010）。そして、統合

失調症を持つ人にとって睡眠と生活リズムの乱れは、精神

症状の憎悪因子となり得るなど病状の安定と密接に関連す

る（内山 2013）。これらの背景には、統合失調症による神

経機構の異常や精神症状による二次的な不眠とともに、日

中の活動性や社会性の低下及び不適切な睡眠衛生などがあ

ると考えられており、陰性症状や薬物療法のために無気力

で動作も不活発になりがちであること、コミュニケーショ

ン能力の障害のために社会性が低下しやすいことなど、身

体的、精神的、社会的に不健康な生活習慣に陥りやすい（山

田 2010）。その結果、疾患を多く有し（越野 2004）、平均

寿命が短く心血管疾患による死亡率の高いこと（Tiihonen, 

2009）、メタボリックシンドローム発症リスクが一般成人

の数倍も高いこと（清水 2010）などが報告されている。

すなわち、統合失調症を持つ人にとって生活リズムや生活

習慣の乱れは病状の安定のみならず、生活習慣病をはじめ

とする身体的健康や精神的・社会的健康に影響を及ぼす要

因でもある。

　生活リズムや生活習慣に関する支援は、一般成人では認

知行動療法などの非薬物療法により不眠が改善することや、

薬物よりも長期に効果が持続することが確認されており
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してきた生活リズムや生活習慣のセルフマネジメントの支

援を、保健医療はもちろん福祉分野の支援者も共に活用で

きるプログラム教材の開発に向けた基礎的資料を得ること

を目的として、地域精神保健医療福祉にかかわる機関、特

に福祉職が主となって支援を行っている地域生活支援セン

ターと就労移行（継続）支援事業所を対象に統合失調症を

有する人の生活習慣に関する支援の実態と課題に関する調

査を実施した。本報告では、主として就労移行（継続）支

援事業所の調査結果を報告する。

Ⅱ．研究方法

１）対象及び方法

　統合失調症を有する人の生活支援を行う機関として、地

域生活支援センター２か所、就労継続支援事業所１か所の

計３ヶ所について、スタッフ各１名を対象に、睡眠と生活

習慣に関する支援の実態と課題について聞き取り調査を実

施した。実施時期は、2020年２～３月である。調査内容は、

機関の概要、睡眠と生活リズムに関する支援の実態と課題

である。調査は１機関１回で所要時間は30分～１時間程度

であった。聞き取りの内容は調査担当者が記録するととも

に、記録を補うため対象者の了承を得て IC レコーダーに

録音した。

　なお、本研究は同志社女子大学倫理審査の承認（2019-15）

を得て実施した。

Ⅲ．結果

１．対象施設の概要

　３事業所の概要は以下のとおりである。

　地域生活支援センターＡ（以下「Ａ事業所」とする）は、

精神科診療所併設型で、主たる利用者は精神障害者である。

睡眠と生活リズムに関連するニーズは、昼夜逆転・起床困

難が多く、発達障害の人に多い傾向である。統合失調症を

有する人には病状悪化・不安定で関わることが多く、薬物

療法で対応することが多い。スタッフは医療職が主で診療

所を経験してからセンターに勤務するため、診療所の勤務

で睡眠や生活リズムに関する知識、支援方法を習得してお

り、また随時診療所医師から助言を受けることができる。

　地域生活支援センターＢ（以下「Ｂ事業所」とする）は、

単独型で、スタッフは精神保健福祉士、社会福祉士、介護

福祉士等福祉職が主であり、主たる利用者は知的障害者で

ある。睡眠と生活リズムに関連するニーズとしては、昼夜

（Morin 1994, 1999）、我が国でもうつ病患者、高齢者、

勤労者、児童・生徒に対する非薬物的な援助が積極的に進

められている（Tanaka 2002、尾崎 2010、古谷ら 2011、

上原 2008）。一方、統合失調症を有する人では薬物療法が

主となっており、芳香療法や日中のエクササイズなどを試

みた報告はいくつかあるが、対象は入院患者に限られてお

り、対象者数も少ない（向井ら 2000、土居ら 2004、後藤

ら 2006）。

　そこで筆者らは地域で生活する統合失調症を有する人を

対象に、睡眠衛生に着目した睡眠と生活リズムのセルフマ

ネジメントを支援するプログラムの開発を試みた。これは

生活習慣チェックと具体的な行動目標を立案・実施し、１

～２週毎の面接で実践状況を確認し、継続を支援するもの

である。精神科デイケアで小グループを対象にプログラム

を実施したところ、対象数は少ないが実行可能性と有効性

についての示唆が得られた（三橋 2013）。また、これらの

支援の必要性と有効性の量的な裏付けを得るために、対象

を拡大して質問紙調査を実施した。その結果、「睡眠と生

活リズム」は保健行動による影響が大きく精神機能の状態

や服薬量からの影響は小さいこと、保健行動の実践は社会

的・物理的環境から影響を受けており、非薬物的な援助が

有効である可能性が示唆された。さらに、「睡眠と生活リ

ズム」を整える保健行動をとることは身体的健康を高め、

QOL にも影響していた（三橋 2016a、 2016b）。近年の研

究において、統合失調症等精神疾患に併存する不眠に対す

る非薬物療法は十分に効果があり、疾患の一症状としてで

はなく独立した睡眠障害としてとらえ、薬物療法と補完さ

せながら積極的にアプローチすることの重要性が確認され

ている（小鳥居 2018）。

　精神障害は疾病と障害の二面を併せ持っており、疾病の

コントロールと障害による生活のしづらさの両面への支援

が必要であるため、保健・医療・福祉の機関が連携して支

援を行う。主に入院による急性期の治療により病状が安定

すると、地域での定着を支援する機関は、医療機関の外来、

デイケア、訪問看護、訪問介護、地域生活支援センター、

就労移行（継続）支援事業所等となり、治療を行う医療サー

ビスから生活の安定と社会性の拡大・QOL の向上を図る

福祉サービスに主体が移行していく。そのため福祉サービ

ス機関を含めた多様な機関が睡眠衛生に着目した睡眠と生

活リズムのセルフマネジメントを支援するプログラムを的

確に行えるような教材や手引きの開発が必要であると考え

た。

　そこで本研究では、これまで研究者が看護職として実施
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検索を行い、その人が取り入れやすい方法を一緒に探して

みるなどを行っている。

　事業所のプログラムとして時間を設定することは、スタッ

フの体制や作業との兼ね合いの問題から、就労訓練の作業

と並行して実施することが難しく、個別の支援の中に取り

入れる形の方が実施しやすい。

Ⅳ．考察

　地域で生活する統合失調症を有する人の生活支援を行う

機関として、地域生活支援センター２ヶ所、就労継続支援

事業所１ヶ所に聞き取り調査を実施したところ、地域生活

支援センターは設立母体により主たる利用者が精神疾患を

有する人であったり、知的障害者であったりするが、精神

疾患、発達障害、知的障害を有する人にはいずれも睡眠や

生活リズムの問題があり支援ニーズがあった。発達障害、

知的障害においては睡眠リズムの障害が多く、QOL や社

会生活維持に大きな影響を与えることが指摘されている（瀧

井 2020）。著者らは精神疾患を有する人を対象としたプロ

グラムの検討を行ってきたが、地域精神保健福祉機関の支

援対象である発達障害、知的障害において睡眠と生活リズ

ムに関する支援ニーズが大きいことが改めて確認された。

　事業所のニーズとしては、医療職のスタッフは服薬支援

や睡眠の生理に関する知識があり、知識提供のニーズは述

べられなかったが、具体的にどのように支援するのかにつ

いて統一したものはなく個人に委ねられていた。医療職と

はいえ、現在の日本において睡眠と生活リズムに関する基

礎教育は十分ではない。また、医療においては薬剤が身近

にあるゆえ過剰投与に陥りやすく、日中の眠気の増強など

QOL を下げる結果となりがちであることが指摘されてい

る（瀧井 2020）。精神疾患併存の睡眠障害であっても非薬

物療法を十分に活用した支援が対象者の QOL を高め安全

な治療であることを啓発する点において、医療スタッフの

いる事業所に向けても支援教材を提供することは意義があ

ると考える。

　スタッフが福祉職あるいは非専門職であり、就労を視野

に入れた日々の生活支援を行う就労支援事業所においては、

睡眠と生活リズムに関する支援ニーズが高いことが示され

た。しかし、集団を対象としたプログラムとして実施する

にはスタッフの体制や訓練としての作業との兼ね合いなど

様々な課題があり、個別支援として実施できる教材開発の

必要性も示された。

　本調査は対象施設が限られているため、今後も調査を継

逆転・起床困難が多い。通所系の福祉サービスを利用しな

がら睡眠・生活リズムを整え、社会性を身につけることに

より社会的な活動の拡大を支援することが一般的で、利用

開始時のサポートを行っているが、その際社会参加への動

機づけが難しい対象者の支援に困難を感じている。

　就労継続支援事業所（以下「Ｃ事業所」とする）の主た

る利用者は精神障害者である。生活リズムの乱れや夜間の

不眠が事業所利用に影響を与えたり、病状悪化のきっかけ

となったりするなど睡眠と生活リズムに関する支援のニー

ズは高い。スタッフは福祉職または非専門職であるため、

生活支援の情報元はインターネット等によることも多い。

２．Ｃ事業所の状況

　Ｃ事業所は、自立訓練（生活訓練）、就労継続支援Ｂ型

の２つの機能をもつ多機能型の事業所で、利用者は約60名、

年齢は20～70歳代で平均年齢は51歳、男女比は６：４であ

る。NPO 法人を母体としており、スタッフ（支援員）の

うち常勤５名は精神保健福祉士または社会福祉士の有資格

者、非常勤８名は非専門職である。聞き取りの対象は施設

長（支援員）で支援員としての経験は15年以上である。

　Ｃ事業所利用者の支援ニーズは、働きたい、収入を得た

い、パートナーが欲しいなど様々であるが、その中で睡眠

に関連する相談は最も件数が多い。利用者を病者（病気を

持つ人）ではなく「生活者」としてとらえることを重要視

する支援において、睡眠は生活に直結しているため相談と

して出されやすく、年齢に関係なく相談がある。また、利

用者の体調や病状の変化、特に悪化と直結している点から

スタッフも重要な支援と考えているとのことであった。

　内容は、眠れない、夜間に目が覚める、起床時の眠気が

強く起きられなかったり、頭がぼぉっとしたりするなどで

あり、病状の変化や処方薬の変化、年齢（加齢）による睡

眠状態の変化、生活リズムの乱れによるものなど、様々な

背景がある。

　これらへの支援の現状としては、睡眠や生活リズムの乱

れの理由を利用者が自分なりに分析した上での相談が多い

ため、訴えや考えをよく聞いて一緒に整理し、内容に応じ

た支援を行う。例えば、病状や服薬に関することは必要に

応じて利用者が通院している医療機関のケースワーカーや

主治医に連絡をとり、本人の訴えを伝えたり、客観的・専

門的な情報・助言を得てフィードバックしたりするなど、

本人の理解や対応のための支援を行う。もう少し一般的な

生活リズムの改善等、例えば寝つきや起きづらさの改善に

対しては、利用者の特性に合わせて一緒にインターネット
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